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◆社会通念上として認められているにも関わ
らず、特例傾斜家賃（35 歳以上 1.5 倍、40
歳以上2.0倍、45歳以上2.5倍、50歳以上
3.0 倍）の負担は公平ではない! 

 
 
●従来からの傾斜家賃とは目的が違う。居住
期間制限により、退居する方と引き続き居
住する人との公平性が目的だ 

●市場価格より安価な価格設定で配慮して
いる。 

●個々人の様々な条件あるが、家族と一緒に生活できることが望ましい 
●勤務地の決定は任用の基準だが、モニター制度や通勤事情等は会社として検討する事柄 

●強制転勤と言われるが、会社は通常異動で行っている。持家促進と相通じるか
もしれないが、別個に考えるべきものだと認識する 

 
●支援する仕方は様々なやり方がある。 

●今回の所有住宅支援一時金 20 万円は、今後持

家を取得する方に支援する目的であり遡る考え

はない 

●あくまでも今後に向けて制度改正をおこなう 

 
◆2007 年の改正時から持家促進を担った方か
らは「損をした」という声が圧倒的に多い 

◆議論経過を踏まえ、目的との整合性を実現す
るべきである。公平性というなら、遡って一時
金を支給するべきだ!! 

 
 
◆使用料金変更を事前に知ることで、持ち家等
のきっかけをつくれる。制度改正の目的が図
れる。 

 
 
●ENJOY LIFE に料金一覧を記載する 
●改正した規程は、職場で確認できる 
●議論を踏まえ周知内容は前広に検討する 

◆持家実績が向上しないのは、これまでの強制転勤が持家促進の弊害だからだ!! 

◆東日本大震災や原発避難地域からの避難や自

然災害等で持家申請をし直さざる得ない条件を

考慮した制度にするべき。 

●特例措置で対応できると思うが、個別具体的な事象

を提起されたので、検討をする 

 

 
◆職場の声は「追い出される制度」と不満がある 

◆引越し費用は会社が負担するべきだ 
●引越にかかる費用は、手当にあたるもの。福利厚生

の視点から外れてしまう。 

 

 


